






別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法
   ・建物、構築物、器具及び備品－定額法
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(2)引当金の計上基準
　 ・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末にお
　いて発生していると認められる額を計上している。
　 ・賞与引当金　　－職員に支給する賞与額の内、当該年度の負担に属する額を計上している。
(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産の評価方法は、売価還元法及び最終仕入原価法によっている。
(4)消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
(1)退職共済制度
　正職員に対して、独立行政法人勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職金共済制度を組み入れた、
法人独自の確定給付型退職金制度を採用している。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
(5)収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　福祉バンク拠点区分（社会福祉事業）
　　「法人本部」
　　「グッドウィルセンター　就労継続支援Ａ型事業所」
　　「グッドウィルセンター　就労継続支援Ｂ型事業所」
　　「３Ｒセンター　就労継続支援Ａ型事業所」
　　「３Ｒセンター　就労継続支援Ｂ型事業所」
　イ　かるがもの家拠点区分（社会福祉事業）
　　「かるがもの家」
　ウ　結拠点区分（社会福祉事業）
　　「結」
　なお、(2）及び（4）について、当法人は実施していない為作成を省略している。

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
該当なし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

計算書類に対する注記(法人全体用)

基本財産の種類
建物
定期預金

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
278,343 109,592

10,000,000
10,109,592

基本財産
建物

10,000,000
10,278,343

0
0
0

168,751
0

168,751

小計
その他の固定資産
建物
構築物
器具及び備品

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,191,584

15,933,894

109,592
109,592

675,878
120,940

2,901,947

2,081,992
2,081,992

6,874,235
1,556,087
13,031,947

2,191,584

7,550,113
1,677,027



10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

小計 25,161,034
27,352,618

21,462,269
23,544,261

3,698,765

合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
33,800,060

3,808,357

事業未収金

合計

33,800,060
33,800,06033,800,060

0
0



別紙４

(単位:円)

現金預金 ― ― ―
現金 現金手許有高 ― 運転資金として ― ― 1,827,757
普通預金 岩手銀行中ノ橋支店 ― 運転資金として ― ― 65,059,421

66,887,178
事業未収金 国保連他 ― 2.3月報酬等 ― ― 33,800,060
立替金 税務署他 ― 年末調整還付金他 ― ― 240,701
前払費用 かるがもの家他 ― R8.4月家賃他 ― ― 788,712

101,716,651

建物
(福祉バンク拠点)盛岡市みた
け一丁目8番地8

2013年度
第2種社会福祉事業である就労支
援継続支援事業「3Rセンターみ
たけ店」に使用している

2,191,584 2,081,992 109,592

定期預金 岩手銀行中ノ橋支店 ― 法人設立時寄附 ― ― 10,000,000
10,109,592

建物
(福祉バンク拠点)盛岡市前九
年二丁目1-174

2013年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「グッドウィルセン
ター」高架下倉庫

115,854 115,853 1

(福祉バンク拠点)盛岡市前九
年三丁目13番75号

2014年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「グッドウィルセン
ター」消防設備等

935,280 752,551 182,729

(福祉バンク拠点)盛岡市中ノ
橋通一丁目7番4号

2017年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「グッドウィルセン
ターぱれっと店」改修工事等

2,318,141 2,090,139 228,002

(福祉バンク拠点)盛岡市みた
け一丁目5番45号

2013年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「3Rセンター」トイ
レ改修等

525,451 525,449 2

(福祉バンク拠点)盛岡市みた
け一丁目5番70号

2013年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「3Rセンターみたけ
店」トイレ改修

367,295 367,294 1

(福祉バンク拠点)盛岡市渋民
字渋民30番地1

2013年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「3Rセンター渋民
店」改装工事

1,984,237 1,733,097 251,140

(福祉バンク拠点)盛岡市みた
け一丁目5番45号

2013年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「3Rセンター」倉庫
改修

245,306 245,305 1

(福祉バンク拠点)盛岡市みた
け一丁目5番45号

2013年度
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「3Rセンターハート
店」誘導灯

146,549 146,548 1

(かるがもの家拠点)盛岡市下
米内一丁目17番4号

2016年度
第2種社会福祉事業である共同生
活援助事業「かるがもの家」消
防設備等

912,000 897,999 14,001

675,878

構築物
みたけ店　アスファルト舗装
工事　他2件

―
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「3Rセンターみたけ
店」他に使用している

1,677,027 1,556,087 120,940

器具及び備品
アルミパーテーション　他43
件

―
第2種社会福祉事業に使用してい
る

15,933,894 13,031,947 2,901,947

建設仮勘定 中居都市建築設計 ―
第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「3Rセンター」設計

530,750 0 530,750

ソフトウェア 法人HP ― 法人ホームページ 627,000 512,050 114,950

退職給付引当資産 岩手銀行中ノ橋支店 ―
要支給額不足に備えるために積
立している

― ― 18,640,000

設備等整備積立資産 岩手銀行中ノ橋支店 ―
将来の設備等整備に備えるため
積立している

― ― 8,000,000

差入保証金 敷金 ―

第2種社会福祉事業である就労継
続支援事業「グッドウィルセン
ターゆいまーる店」駐車場敷金
等

― ― 6,341,600

長期前払費用 システム使用料 ―
第2種社会福祉事業に使用してい
る

― ― 122,588

37,448,653
47,558,245
149,274,896

事業未払金 3月経費等 ― ― ― 15,633,193
預り金 事務用品代 ― 21,000
職員預り金 社会保険本人負担分他 ― 615,757

賞与引当金
賞与支給における当期の負担
に属する額

― ― ― 9,206,209

25,476,159

退職給付引当金 期末自己都合退職時要支給額 ― ― ― 32,270,784
32,270,784
57,746,943
91,527,953

財 産 目 録
令和 8 年 3 月 31 日現在

貸借対照表科目 場所･物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

Ⅰ　資産の部
1 流動資産

2 固定資産
(1) 基本財産

(2) その他の固定資産

流動資産合計

基本財産合計

小計

固定負債合計
負債合計

差引純資産

小計

Ⅱ　負債の部

その他の固定資産合計
固定資産合計

資産合計

流動負債合計

1 流動負債

2 固定負債


